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競争入札参加資格審査申請の手引き 

 この申請手続きは、奥尻町のすべての機関が発注する物品の購入契約、印刷物の製造の請負契約、

印章の製造の請負契約及び物品の賃貸借契約（複写機、電子計算機又は自動車に限る）に係る競争

入札に参加を希望される方について、あらかじめ物品の購入、印刷物の製造、印章の製造及び物品

の賃貸借に係る資格の有無を審査するものです。 

 なお、資格を有することにより直ちに発注があるということではありません。奥尻町の発注機関

が行う入札等に参加できる「資格を有する」ということです。 

 

第 1 資格審査申請に当っての留意事項 

  

 １ 審査基準日 

 

資格審査の基準日は、令和５年１月１日です。 

  

２ 資格要件 

  競争入札参加資格申請者は、次に掲げる要件を満たしているものとします。 

 

（１）地方自治法施行令（以下「政令」という。）第１６７条の４第１項の規定（次に掲げる事項）

に該当しない者であること。 

  ア 未成年者、成年被後見人、被保佐人及び被補助人（ただし、未成年者、被保佐人又は被補

助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者を除く。） 

  イ 破産者で復権を得ない者 

（２）政令第１６７条の４第２項の規定により競争入札への参加を排除されている者でないこと。 

（３）次に掲げる税を滞納しているものでないこと。 

  ア 市町村税（個人の町税及び地方消費税を除く。） 

  イ 都民税・道府県民税 

  ウ 消費税及び地方消費税 

（４）審査基準日（令和５年１月１日）現在において、引き続き１年以上その事業を営んでいるこ

と。（一旦事業を廃止し、新たに事業を再開した場合は１年以上にはなりません。） 

（５）個人にあっては、従業員（代表者を含む）の数が３人以上であること。 

（６）物品の購入一覧にある「10 印刷物の製造」を希望する場合は、該当する印刷物の製造の為

に必要な印刷機を所有（リースを含む）していること。 

（７）物品購入一覧にある「11 印章の製造」を希望する場合は印面作成に必要な機器を所有（リ

ースを含む）していること。 

 

※ 申請にあたっては、競争入札参加資格申請書に記載してある誓約事項と申出事項を承知の上、

提出してください。 
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３ 申請書の受付期間 

 資格審査申請書の受付は、次の期間内に行います。 

  郵便による申請も受付けておりますので「奥尻町建設水道課あて」に郵送してください。 

 

     【受付期間】 

令和５年１月１５日(日) ～ 令和５年２月２８日(火)まで 

 

４ 有効期間 

 令和５年度から令和６年度の２年間（令和５年４月１日から令和７年３月３１日）までとなり

ます。 

 

５ 審査結果について 

 申請者に対する資格の有無は３月中に公開を予定していますが、審査の状況により遅れる場合

があります。 

 

６ 中小企業組合等の取扱い 

（１）資格要件の特例 

   中小企業等協同組合法（昭和 24年法律第１８１号）、中小企業団体の組織に関する法律（昭

和 32 年法律第１８５号）又は商店街振興組合法（昭和３７年法律第１４１号）の規定に基づ

き設立された組合又はその連合会（以下「中小企業組合等」という。）については、当該中小企

業組合等が次のいずれかに該当するときは、資格要件のうち、営業年数に係る資格要件は摘要

しません。 

  ア 経済産業局長が行う官公需適格組合の証明を有するとき。 

  イ 企業組合及び協業組合にあっては、設立の際に構成員の過半数が競争入札参加資格を有す

るとき。 

（２）資本金、従業員数 

   「資本金」欄及び「従業員数」欄は、当該中小企業組合等の資本額、従業員数を記載してく

ださい。 

   ただし、中小企業組合等のうち、経済産業局長が行う官公需適格組合の証明を有する組合に

ついては、当該組合の資本額、従業員数に、当該組合の組合員（組合が指定する組合員）の資

本額、従業員数を加えた合計値を記載することもできます。この場合、各組合員に係る登記事

項証明書、納税証明書等の書類の提出が必要になる場合がありますので留意してください。（第

1 の「１０提出書類等」の表の２３参照）） 

 

 ７ 行政書士等の代理申請  

  行政書士等の代理人による申請（申請代理人の名前、印による申請）が可能です。 

  行政書士等に申請を代理される場合には、こちらの質問に回答できるよう十分に行政書士等の

方へ配慮されるようお願いします。 
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（１）申請書への押印 

   行政書士等が申請代理人として代理申請する場合には、申請書への押印は「申請代理人」欄

に押印をすれば足ります。（「代表者実印」の押印は不要です） 

   ただし、委任状の「受任者」欄に押印した印と同一のものを使用してください。 

（２）委任状の提出 

   代理人が申請を行う場合には、申請者本人から申請代理人への委任状の提出が必要です。委

任状は、申請書類に添付の様式を使用し、提出して下さい。委任状の記載にあたっては次の事

に注意してください。 

  ① 委任状の日付が申請受付時前３か月以内のもの 

  ② 委任事項が「申請書類の作成」、「申請代理」、「記載事項の訂正」と記載してあること 

  ③ 受任者が行政書士の場合には、行政書士の登録番号（行政書士の証票の番号）の記載があ

ること 

  ④ 委任者及び受任者の氏名及び住所の記載並びに押印があること 

   なお、この代理申請に係る委任状は、入札・見積り、契約の締結、代金の請求・受領の権限

に関する年間委任状ではありませんので、ご注意ください。 

  

８ 年間委任状について 

  本店の代表者が道内の支店等の町に年間を通じて入札・見積り、契約の締結、代金の請求・受

領などの権限の委任を希望する場合は、競争入札参加資格申請とは別に、年間委任状を提出し

てください。 

 

 ９ 外国業者が申請する場合 

（１）押印の必要があるものは、署名をもって代えることができます。 

（２）登記事項証明書は、当該国の所管官庁又は権限のある機関の発行する書面に代えることがで

きます。 

（３）申請書については、日本語で作成し、添付書類が外国語で記載された事項については、日本

語の訳文を添付してください。 

（４）申請書及び添付書類等の金額表示は、日本の通貨とし、出納官吏事務規定（昭和２２年大蔵

省令第９５号）第 16 条に規定する申請基準日の外国紙幣換算率により換算した金額を記載し

てください。 

 

１０ 提出書類等 

  競争入札参加資格審査の申請に必要な書類は次のとおりです。 

  なお、法人、個人、中小企業組合等で提出の種類が異なりますので、十分ご確認の上、提出し

てください。 

  ※ 登記事項証明書、身分証明書、営業証明書、各納税証明書、委任状等は、申請受付事前３

か月以内に発行されたものを提出して下さい。 

   次表の末尾に示す注意事項を読み、該当する書類を作成してください。 
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 区    分 法 
 

人 

個 
 

人 

中
小
組
合 

摘    要 

１ 競争入札参加資格申請書 

（別記第 1号様式その１） 
◎ ◎ ◎ 「第５の競争入札参加資格申請書の記入方法」より作成

してください。 

 

２ 印鑑証明書 ◎ ◎ ◎ 申請受付時前３か月以内に発行されたもの。 

３ 決算書（令和３年度分） ◎ ◎ ◎ 個人経営の場合は、確定申告又は青色申告決算書 

４ 登記事項証明書 ◎  ◎ 法務局が発行するもの。 

申請受付時前３か月以内に発行されたもの。 

 

５ 身分証明書  ◎  市町村の発行するもの 

申請受付時前３か月以内に発行されたもの。 

 

６ 営業証明書（業種及び営業開

始日の記載があるもの） 
 ◎  市町村長の発行するもの。 

※営業証明書に事業内容が記載されていない場合。 

 

又は、営業証明書が発行されない場合は、希望する業

種の営業及び取扱いを証する書面（契約書、請書、請

求書（控）、納品書（控）など販売等の実績が確認でき

る書類の写し）を提出 

 

７ 審査基準日から 1 年以上事

業を営んでいる事を証する

書類 

 ○  営業証明書に記載されていない場合又は発行されない

場合（契約書等の他に確定申告書又は青色申告決算書

等）のいずれか一種類。 

 

８ 従業員名簿  ◎ ◎ 代表者、家族従業員及び１ヶ月以上の期間を定めて雇用

している者を記入すること。 

 

９ 賃金台帳  ★ ★ 提示書類ですが、郵送する場合は必ず複写したものを添

付してください。 
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本店が所在する市町村の市

町村税に滞納がないことの

証明書 

◎ ◎ ◎ 本店が所在する市町村が発行するもの。奥尻町に納

税義務がある場合は奥尻町の証明書。 

申請受付時前３か月以内に発行されたもの。 

 

11 本店が所在する都道府県の

都民税・道府県民税に滞納

がないことの証明書 

○ ○ ○ 本店が所在する都道府県が発行するもの。北海道に納税

義務がある場合は北海道の証明書。 

申請受付時前３か月以内に発行されたもの。 

 

12 消費税及び地方消費税に未

納がないことの証明書 
◎ ◎ ◎ 税務署が発行するもの。 

 

国税通則法施行規則 

「別紙９号書式その３、その３の２（個人用）又はその

３の３（法人用）」 

申請受付時前３か月以内に発行されたもの。 
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 区    分 
法 

 

人 

個 
 

人 

中
小
組
合 

摘    要 

13 誓約書 ◎ ◎ ◎ 暴力団及び暴力団関係事業者ではないことを表明する

もの。 

 

14 法定保険加入状況一覧表 

（別記第５様式その５） 

 

◎ ◎ ◎ 加入該当事業所でない場合も必要。 

15 社会保険（健康保険・厚生年

金保険）の加入状況が確認で

きる書類 

★ ★ ★ 納入通知書、資格所得確認書及び標準報酬月額決定通知

書、適用通知書など、いずれかの書類で加入状況が確認

できる書類 

16 労働保険（雇用保険・労働者

災害保険）の加入状況が確認

できる書類 

★ ★ ★ 保険関係成立届、領収済通知書、概算・確定保険料申告

書（控）など、いずれかの書類で加入状況が確認できる

書類。 

17 希望する分類の事業内容が確

認できる書類 

 

○ ○ ○ 4 の営業証明書が発行されない場合に提出する契約書

等の写しと同じであれば不要です。 

18 営業許可等の写し ○ ○ ○ 希望する分類の事業に対しての許可、免許、登録を有す

る場合。 

19 工場内部見取図及び機械器

具設備状況一覧表 

（別記第５号様式その２、

その３） 

○ ○ ○ 希望する業種が、「印刷物の製造」の場合工場又は作業

場ごとに作成してください。 

20 機械器具設備状況一覧表 

（別記第５号様式その４） 
○ ○ ○ 希望する業種が、「印章の製造」の場合工場又は作業場

ごとに作成してください。 

21 定款又は寄付行為 ○  ◎ 中小企業組合等の場合。 

会社以外の法人の場合 

22 賃貸対象表 〇   合名会社、合資会社の場合。 

会社以外の法人の場合。 

23 代理申請に係る委任状 〇 〇 〇 行政書士等が代理申請を行う場合に必要。 

申請受付時前３か月以内の日付のもの 

24 共同組合等の概要   ◎ 概要を紹介したもの 

25 官公需適格組合証明書   ○ 中小企業組合等において官公需適格組合の証明を有す

る場合 

26 上記２～２０に掲げる書類   ○ ２ページ第１の７の（２）のただし書きにより申請する

場合、組合の指定する組合員（資格者又は申請者である

物を除く。）の「法人」又は「個人」に係る各該当書類 

 

注意 １ ◎印は、必ず提出しなければならない書類です。 

   ２ 〇印は、該当するときに提出する書類です。 

   ３ ★印は、提示書類ですが、郵送により申請する場合は必ず写しを提出して下さい。 
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第２ 競争入札参加資格者名簿の公表  

 

   本申請に伴い作成される競争入札参加資格者名簿については、ホームページ等により公表を

行います。 

   名簿の内容については、資格審査申請書に記載された事項の一部が掲載されますので申請書

の記載にあっては、誤りのないよう十分留意してください。 

 

 

第３ 変更審査申請書及び変更届 

 

 １ 変更審査申請書又は、変更届の提出が必要な変更事由 

   資格の有効期間内に、申請内容に変更があったときは、別添の競争入札参加資格変更審査申

請書（別記第 11 号様式その１）又は、競争入札参加資格関係事項変更届（別記第 11 号様式

その２）を速やかに奥尻町建設水道課に提出してください。 

   なお、競争入札参加資格審査申請書及び競争入札参加資格関係事項変更届の用紙は、奥尻町

のホームページからダウンロードすることができます。ホームページには１２月中旬頃掲載予

定ですが事情により若干遅れる場合もあります。 

 

（１）競争入札参加資格変更審査申請書の提出が必要な場合 

  ア 資格者の事業又は営業が相続、合併、事業（営業）譲渡又は会社分割により移転した場合 

  イ 中小企業組合等がその構成員を変更した場合（企業組合及び協業組合を除く中小企業組合

等にあっては、変更した構成員が競争入札参加資格者である組合員の時に限る。） 

 

（２）競争入札参加資格関係事項変更届の提出が必要な場合 

  ア 住所（本店）、法人の代表者指名、資本金、商号又は名称、組織、電話番号（本店）、道内

支店等の名称、主たる事業又は、営業に必要な許可等を変更した場合。 

  イ 希望する分類を変更する場合（「物品の購入」の資格者が「印刷物の製造」や「物品の賃貸

借」に係る分類を追加するなど資格の種類の追加が必要となる場合にあっては、新たに資格

審査申請を要しますのでご留意ください。） 
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２ 提出書類 

（１）競争入札参加資格変更審査申請書（別記第 11 号様式その１）を提出する場合 

 変 更 事 項 主 な 添 付 書 類 

１ 相続 ア 相続を証する書面（戸籍謄本、分割協議書等） 

イ 相続したものに係る市区町村長発行の身分証明書 

ウ 誓約書（別記第１９号様式） 

 

２ 合併 （１）合併された企業が法人の場合 

  ア 合併契約書 

  イ 公正取引委員会の届出受理書（届出した場合） 

  ウ 存続又は新たな法人に係る資格審査申請書及び添付書類 

（２）合併された企業が個人の場合 

  ア 合併を証する書面 

  イ 存続又は新たな法人に係る資格審査申請書及び添付書類 

 

３ 事業（営業）譲渡 （１）譲受人が法人の場合 

  ア 譲渡契約書 

    公正取引委員会の届け出受理書（届出した場合） 

  イ 登記事項証明書 

  ウ 誓約書（別記第１９号様式） 

（２）譲受人が個人の場合 

  ア 譲渡契約書 

  イ 誓約書（別記第１９号様式） 

（３）譲受人が非資格者の場合 

  ア 譲渡契約書 

    公正取引委員会の届け出受理書（届出した場合） 

  イ 譲受人に係る資格審査申請書及び添付書類 

 

４ 会社分割 （１）承継した者が資格者の場合 

  ア 新設分割計画書又は吸収分割契約書 

    公正取引委員会の届け出受理書（届出した場合） 

  イ 分割登記に係る登記事項証明書 

    （分割登記未了の場合は分割に係る総会議事録） 

  ウ 誓約書（別記第１９号様式） 

（２）承継した者が非資格者の場合 

  ア 新設分割計画書又は吸収分割契約書 

    公正取引委員会の届け出受理書（届出した場合） 

  イ 承継した者に係る資格審査申請書及び添付書類 

 

５ 中小企業組合等の構成員の変

更 

（１）組合員が脱退した場合 

  ア 脱退を証する書面 

  イ 誓約書（別記第１９号様式） 

（２）新規に加入した組合員がある場合 

  ア 加入を証する書面 

  イ 誓約書（別記第１９号様式） 
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（２）競争入札参加資格関係事項変更届（別記第 11 号様式その２）を提出する場合 

 変 更 事 項 主 な 添 付 書 類 

１ 住所（本店） （１）法人の場合 

   登記事項証明書 

（２）個人の場合 

  ア 住民票 

  イ 営業証明書 

 

２ 法人の代表者氏名 登記事項証明書 

 

３ 資本金 登記事項証明書 

（合名会社、合資会社及び会社以外の法人の場合は、貸借対照表 

 

４ 商号又は名称 （１）法人の場合 

   登記事項証明書 

（２）個人の場合 

   変更を証する書面 

 

５ 組織 個⇔（有）⇔（株）等 登記事項証明書、その他町長が必要と認める書類（必要がある場

合ご連絡致します。） 

６ 電話番号・ＦＡＸ番号  

 

７ 支店等の名称  

 

８ 主たる事業  

 

９ 希望する分類 （１）法人の場合 

   登記事項証明書 

   （希望する分類が登記事項証明書の目的欄に具体的に記載

されていない場合は、希望する分類の事業内容が確認でき

る書類（契約書、請書、請求書（控）、納品書（控）など販

売等の実績が確認できる書類の写し）） 

（２）個人の場合 

   営業証明書 

    （希望する分類が営業証明書に記載のない場合は、法人

の場合を参照 

（３）印刷物の製造を希望する場合 

   別記第５号様式その２、その３ 

（４）印章の製造を希望する場合 

   別記第５号様式その４ 

 

10 営業に必要な許可等 （１）許可等の追加の場合 

   営業許可等の書面 

（２）許可等の取り消し等の場合 

   変更を証する書面 

※ その他必要に応じ、関係書類の提出を求める場合があります 

※ 実印、支店等の住所・電話番号、支店長等の氏名の変更に係る届出は不要です 
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第４ 郵送による申請書の提出 

   

 １ 提出先については下記に示したとおりです。 

   〒０４３－１４９８ 

   奥尻郡 奥尻町 字 奥尻８０６番地 奥尻町 建設水道課 管理係  

   問い合わせは  ＴＥＬ ０１３９７－２―３４０８（直通） 

           ＦＡＸ ０１３９７－２－３１３９（直通） 

 

第５ 競争入札参加資格審査申請書の記入方法 

 

申請書（第１面） 

 

（１）年月日・・・・・・・・申請書の提出年月日 

 

（２）申請人の所在地・・・・法人は本店の、又、個人はその本拠となっている郵便番号、電話番

号及び住所を記入してください。 

            ※ 実際の所在地が登記簿と異なる場合は、実際の住所を記入してくだ

さい。 

（３）商号又は名称・・・・・法人は登記されている商号を、又、個人は使用している名称を記入

してください。フリガナも忘れず記入してください。 

 

（４）代表者・・・・・・・・法人は代表する役職名と氏名、又、個人は戸籍上の氏名を記入して

ください。フリガナも忘れず記入してください。 

 

（５）実印・・・・・・・・・法人は（法務局登録印鑑）、個人は実印（市町村登録印鑑）を押印し

てください。申請代理人が代理申請する場合、押印は不要です。 

 

（６）受任者の所在地・・・・入札及び契約等などの権限を本店より委任を受けている、北海道に

存する支店等の住所。 

 

（７）支店等の名称・・・・・登記事項証明書に記載されている支店等の名称を記入。フリガナも

忘れずに記入してください。 

 

（８）受任者の氏名・・・・・本店より委任を受けている、受任者の氏名（支等店代表者の氏名）

フリガナも忘れずに記入してください。 

 

（９）使用印・・・・・・・・支店等が使用している印を押印してください。申請代理人が申請す

る場合は不要です。 
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（10）申請代理人の所在地・・申請代理人（行政書士等）による申請を行う場合に記入 

 

（11）申請代理人・・・・・・申請代理人（行政書士等）による申請を行う場合記入 

 

（12）印・・・・・・・・・・申請代理人による申請を行う場合、申請代理人の印を押印してくだ

さい。ただし、委任状の「受任者」欄に押印した印と同一のものを

使用してください。 

  

 １ 過去の競争入札参加資格の取得状況 

    

   過去に奥尻町の競争入札参加資格を取得したことがある方は「有」の欄に〇を記入してくだ

さい。 

 

 

申請書（２面） 

 

２ 事業所の概要 

 

（１）法人設立登記・・法人の設立年月日を記入してください。個人の場合は、開業年月日を記入

してください。 

 

（２）資本金・・・・・「資本金」欄は、登記済みの資本金（千円単位）を記入してください。 

          登記事項証明書に資本金の記載のない法人の方は、最新の賃貸対象表中の資

本金を記入してください。個人の場合は記載不要です。 

 

          ＜株式会社＞＜有限会社＞ ～登記簿上の資本金額（払込資本金） 

          ＜合名会社＞＜合資会社＞ ～貸借対照表の資本金額 

          ＜財団法人＞＜社団法人＞ ～貸借対照表の基本金額 

          ＜社会福祉法人＞     ～貸借対照表の基金（基本財産） 

 

（３）従業員数・・・・従業員数には、代表者並びに本店、支店及び営業所等の従業員を含めた人

数を記入してください。 

           従業員数には、１ヶ月以上の期間を定めて雇用しているすべての従業員を

記入してください。又、個人及び中小企業組合等の場合は、従業員名簿を提

出してください。 

 

（４）連絡先（窓口）・・本店及び受任者より委任を受けていないが、営業所、出張所等が窓口業務

を行っている場合に記入してください。 
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３ 希望する分類 

 

  希望する分類については、①物品購入、印刷物の製造又は印章の製造、②役務の提供、③物品

の賃貸借（複写機、電子計算機又は自動車に限る。）に分かれていますので、物品の購入、印刷物

の製造又は印章の製造、役務の提供を希望するときは、（１）の欄に、物品の賃貸借を希望する場

合は（２）の欄に、両方希望する場合は、（１）と（２）の欄の両方に記入してください。 

 

（１）「大分類、中分類」欄 

  ア 法人の場合 

    法人の場合、登記事項証明書に記載されている具体的な目的の範囲内で、希望する分類を

【別表１】より選び記載してください。 

    なお、希望する分類が登記事項証明書の目的欄に記載されていない場合は、希望する分類

の事業内容が確認できる書類（契約書、請書、請求書（控）、納品書(控)などの販売等の実績

が確認できる書類の写し）を提出してください。 

 

  イ 個人の場合 

    個人の場合、営業証明書に記載のある業種のうち、希望する業種を【別表１】より選び記

載してください。 

    なお、希望する分類が営業証明書が発行されない場合は、希望する分類の事業内容が確認

できる書類（契約書、請書、請求書（控）、納品書(控)などの販売等の実績が確認できる書類

の写し）を提出してください。 

 

（２）「具体的取扱品目」欄 

   実際に取り扱っている主な品目を記入してください。 

   なお、この欄は登記事項証明書（法人の場合）、営業証明書（個人の場合）、又は、希望する

分類の事業内容が確認できる書類（契約書、請書、請求書（控）、納品書（控）など販売等の実

績が確認できる書類の写し）との照合に必要です。 

 

（３）「登記事項証明書の目的欄に記載されている事項の該当番号」欄 

   希望する分類と合致する、登記事項証明書の目的欄の該当番号を記載してください。 

   なお、希望する分類が登記事項証明書の目的欄に具体的に記載されていない場合で、希望す

る分類の事業内容が確認できる書類（契約書、請書、請求書（控）、納品書（控）など販売等の

実績が確認できる写し）を提出するときは、提出する書類の名称を記載してください。 

また、個人の場合は記載の必要ありません。 
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４ 営業に必要な許可 

 

  希望する分類で、【別表１】の「主な品名」欄の括弧書きで示した営業に関する許可等を有する

場合は、【別表２】「営業許可等一覧表」を確認の上、該当するところに○を付してください。 

  なお、営業許可等の写しを必ず添付してください。 

 

５ 本申請に係る連絡先 

 

  この申請に関して照会を行う場合がありますので、担当者の方の連絡先を記入してください。 

 

第６ 納税証明書について 

 

 「本店が所在する市町村税」「道税」「本店が所在する都府県税」「消費税及び地方消費税」それぞ

れ取扱いが異なりますので、各機関に問い合わせの上提出してください。 

 

（１）「市町村税に未納がないことの証明書」について 

   市町村税については、本店が所在する市町村にご確認ください。ただし、支店等が奥尻町に

あり納税義務がある場合は、下記に問い合わせください。 

奥尻町税務国保課税務係  電話０１３９７－２－３４０７ 

 

（２）「（都）道府県民税に滞納がないことの証明」について 

   北海道を除く都府県民税については、本店が所在する都府県にご確認ください。ただし、支

店等が北海道にあり、納税義務がある場合は、下記に問い合わせください。 

   納税証明書の請求窓口は、道税事務所、各総合振興局等税務（納税）課です。 

  又、北海道総務部財政局税務課のホームページからダウンロードすることができます。 

   

（３）「国税に未納がないことの証明」について 

  ア 国税に関する納税証明書の請求窓口は、所管する各税務署です。 

    交付請求書は納税証明書の請求窓口にありますが、窓口が混雑するため、インターネット

を利用したオンライン事前申請を進めております。 詳しくは国税庁 e-Tax ホームページ  

URL： www.e-tax.nta.go.jp で確認できます。 

 

     イ 提出していただく納税証明書は、国税通則法施行規則別紙第 9 号書式その３、その３の２

（個人用）、又はその３の３（法人用）となっています。 

      

  ウ 添付して頂く納税証明書は、申請受付時前３か月以内に発行されたものに限ります。 

 

  エ 電子納税証明書で提出する場合は、プリントアウトしたもので提出してください。 

http://www.e-tax.nta.go.jp/
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第７ 競争入札参加審査申請書の添付書類の記入方法 

 

   第１の１０「提出書類等」に記載している説明文を読んで必要なものを提出してください。 

 

１ 従業員名簿（別記第 5 号様式その１） 

 

（１）所在地、商号又は名称及び代表者氏名・申請書に記載した申請人の所在地を記入してください。 

 

（２）実印・・・・・・・・・・・申請書又は委任状に使用した代表者の実印を押印してください。 

 

（３）代表者（店主）・・・・・・それぞれ個人ごとに氏名及び住所をすべて記入してください。 

   役職名（家族従業員） 

 

（４）従業員・・・・・・・・・（３）以外で、1 ヶ月以上の期間を定めて雇用しているすべての従

業員を記入してください。 

 

２ 誓約書（別記第 19 号様式） 

   

この書類は、暴力団及び暴力団関係事業者ではないことを表明する誓約書です。すべての申請

者において作成が必要です。 

 

（１）所在地、商号又は名称及び代表者氏名・申請書に記載した申請人の所在地を記入してください。 

 

（２）実印・・・・・・・・・・・申請書又は委任状に使用した代表者の実印を押印してください。 

 

３ 法定保険加入状況一覧表（別記第 5 号様式その５） 

 

  この書類は、すべての申請者において作成が必要です。「注意書き」をよくお読みの上、作成し

てください。 

 

４ 工場内部見取図（別記第 5 号様式その２） 

 

  この書類は、別表１の「１０印刷物の製造」を希望する場合に作成してください。 

  また、複数の工場及び作業場がある場合は、それぞれの工場及び作業場毎に作成してください。 

 

（１）会社名・・・・・申請書に記載した内容（法人にあっては本店名）を記入してください。 

 

（２）工場住所・・・・実際の工場及び作業場の所在地及び電話番号を記入してください。 



14 

 

（３）見取図・・・・・機械器具設備状況一覧表の設備機械の配置をできるだけ詳細に記入し、機

械器具設備状況一覧表のＮｏ欄に記載した番号も記載してください。 

 

５ 機械器具設備状況一覧表（印刷物の製造）（別記第 5 号様式その３） 

 

  この書類は、別表１の「１０印刷物の製造」を希望する場合に作成してください。 

 

（１）会社名・・・・・申請書に記載した内容（法人にあっては本店名）を記入してください。 

 

（２）工場住所・・・・実際の工場及び作業場の所在地を記入してください。 

 

（３）機械設備・・・・実際に使用しているものを記入してください。 

           また、工場内部の見取図での設置場所がわかるよう、Ｎｏ，欄への記入も

してください。 

 

６ 機械器具設備状況一覧表（印章の製造）（別記第 5 号様式その４） 

 

  この書類は、別表１の「１１印章の製造」を希望する場合に作成してください。 

  また、複数の工場及び作業場がある場合は、それぞれの工場及び作業場毎に作成してください。 

 

（１）会社名・・・・・申請書に記載した内容（法人にあっては本店名）を記入してください。 

 

（２）工場住所・・・・実際の工場及び作業場の所在地を記入してください。 

 

（３）機械設備・・・・実際に使用しているものを記入してください。 

 

７ 委任状 

 

  この書類は、第 1 の「７ 行政書士等の代理申請」にあるように、代理人による申請を行う場

合に作成してください。 

 

（１）受任者欄・・・・住所、氏名、印については、申請書第１面の申請代理人等に記載、押印す

るものと一致させてください。 

 

（２）年月日欄・・・・申請受付時前３か月以内に限ります。 

 

（３）委任者欄・・・・住所、商号又は名称、代表者氏名は、申請書第 1 面の申請人の所在地欄等

に記載すとるもの一致すること。印については実印を押印してください。 
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８ 協同組合等の概要 

 

  この書類は、申請者が中小企業組合等の場合に作成してください。 

  所在地、名称、代表者は申請書に記載した内容を記入し、代表者印を押印してください。 

  組合を構成する全構成員の名称及び代表者名、所在地、電話番号、主な業種、開業年月日等を

記載してください。 

 

 

第８ その他 

  

１ 編さん方法は「競争入札参加資格審査申請書」を一番上につづり、ホチキス又は紐で閉じてく

ださい。 

    

 

 

 

 

ホチキス又は紐とじ 

 

 

 

 

 

 

 

２ 受領書が必要な方は、【任意様式】又は、【競争入札参加資格審査申請書第１面の写し】と返信

用封筒（切手を貼ってください）を同封してください。 

 

 

 

 

添付 

書類２ 

入札参加資格申請書 

添付 

書類１ 


